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　はしがき
　学校事故の補償救済制度の問題は，生徒の学習権に
かかわる重要問題である。そこで，まず，そのような
問題に対応するための現行法制度につき，全体的な観
点から検討を加えてきた（「学校事故の救済法制とそ
の理論」不法行為の現代的課題所収）。この前提に立
って，さらに，補償救済制度の基本的視点につぎ検討
を行い，その視点として，①被害生従救済の要請，②
教育権保障の一環，③教育の歪み解消，④教師の地位
保障の要請にあることを明らかにした。そして，この
ような基本的視点にもとついての補償救済法理の基本
理念としては，国および学校設置者の自己責任の原
則，賠償責任における無過失責任の原則，損害賠償と
災害補償の相関性が必要であるといえる（なお，これ
らについては「学校事故補償救済制度の課題と展望」
不法行為法の現代的課題所収において詳論されてい
る）。そして，このような基本的視点と理念を確認し
たうえで，現行救済制度の1つであり実際上も重要な
機能を発揮している日本学校安全会災害給付制度に検
討を加えることにした。この災害給付制度は，今日，
給付補償金が増額され被害生徒の救済のためには一定
の役割を果していることを評価しなければならない
が，基本的には多くの問題を持っているのである。共
済掛金制であることが最も重要な問題点であり，この
ために補償責任主体が明確化されていない。また，年
金制も見送られているということなどがそれである
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（この点の詳論も「学校災害と安全会災害共済制度」
ジュリスト号で展開した）。
　他方，学校事故に対する賠償責任の問題も見逃すこ
とができない。そこで，このことに関しても，従来か
ら検討を加えてきた（「学校事故裁判の視点」不法行
為法の現代的課題）。これは，山形近野君事件と岩手
小野寺君事件を中心にしての検討にとどまっていたた
め，その検討を深める意味で，現行損害賠償法理との
関係で全体的に検討を行った。その結果としていえる
ことは，損害賠償請求原因として債務不履行構成が妥
当か不法行為構成が妥当かという点がまず問題にな
る。そして，この点に関しては，さきの賠償理念から
考えるとぎ前者の構成に集約していくべきであるとい
える。ただ，この場合，学校と生従との在学関係につ
き在学契約として構成しておく必要があるわけである
が，このことの可能性のあることおよび判例の理論も
それに矛盾するものでないと考えられるため（「教育
法と私法の交錯」季刊教育法29号），今後は，その方向
にしたがって構成していくべきであるといえる。この
ほか，安全保持義務解怠の具体的判断や．危険引受論
および過失相殺理論を学校事故賠償責任の際に適用す
べぎ妥当性があるかどうかのについても検討を加えた
（「学校事故における賠償責任」不法行為法の現代的
課題所収）。
　これらの研究の過程において，大学における学校事
故の補償救済も現象的には重要な問題として取り上げ
てきたが，その一端だけを「学生の正課中，正課外の
事故と私立大学の対応」大学時報152号において発表
した。
　そこで，つぎの2つの論稿をそれぞれの掲載紙から
転載する。
1　学校事故補償救済制度の課題と展望
　1．補償救済制度をめぐる最近のうこぎ
　学校事故をめぐる補償については，近時，活発に検
討され推進されてきている。その主な動きとしては，
日本教育法学会では昭和48年に学校事故問題研究特別
委員会を発足させ，研究を重ねた結果，昭和52年春に
「学校事故損害賠償法」（以下「学賠法（教育法学会
試案）」），「学校災害補償法」（以下「学災法（教育法
学会試案）」）の要綱を発表，日本弁護士連合会でも，
昭和51年の第19回人権擁i護大会での決議で，学校災害
補償調査特別委員会を設け，昭和52年9月に「学校災
害補償に関する中間意見書一（別添）学校事故による
死亡者，重度障害者に対する災害特別補償法案要綱
（試案）」（以下「日弁連中間意見書」）を発表，衆議
院文教委員会でも，昭和52年4月に，学校災害に関す
る調査小委員会を設け，「学校災害に対する補償制度
（案）」（いわゆる「大島私案」）を提示するとともに，
補償給付額の増額を主眼とするところの「学校災害に
関する小委員会報告」が出されたし，文部省も，この
報告を受けて，これまでの日本学校安全会による給付
額を大幅に増大させるための予算処置をとるにいたっ
たことにみられる。なお，運動としても，大宮市議会
の呼びかけにより，昭和41年12月に発足した学災法制
定促進全国協議会による学災法制定運動や，日本母親
大会による昭和49年いらいの学災法制定促進のための
母親運動，あるいは日教組による一連の学校災害補償
制度確立のための要求運動など，関係者の広い層にわ
たって展開されている。このような動向は，学校事故
に際してのこれまでの学校安全会による共済給付や，
民法あるいは国賠法での不法行為制度，あるいは民法
上の債務不履行制度などによる補償救済では十分にし
てかつ適切に対処できないことに対応して，現われた
ものである。
　このことから，これまでの補償救済制度では，．どの
点が，十分，適切に対処できなかったのか，また，近
時，推進，展開されている運動や論議のめざすものは
何かにつき検討されなければならない。ただ，この検
討が，より生産的であるためには，学校事故救済補償
制度の基本的視点それにもとつくところの基本的法理
の検討の中で捉えることが必要である。
　2．　補償救済制度の基本的視点
　｛1）被害生徒救済の要請
　学校事故による被害生徒に対し，完全で迅速な補償
救済の行なわれることが，最も重要な視点であり，こ
のことについては誰も異論がないはずである。しか
し，現実には，この要請とほど遠い状態にあり，被害
生徒の親の負担とされてきた。だが，それが廃疾や死
亡などの大きな事故の場合には，経済的にも，よく耐
えるところではない。そして，毎年約80万件を超える
という学校事故の発生によって，一部の者の問題とし
てではなく，子どもを持つ全ての親の問題として，そ
の負担の重さと矛盾性が自覚され，社会問題として顕
在化することになる。それはもはや，交通事故による
被害者救済の問題につぐ社会的問題といえる。また，
この問題は，教育の場での将来を荷うべき子供がその
被害者であるという点で，より深刻となる。
　では，このように深刻な社会問題に対応して，完
全，迅速な補償救済制度を確立するためにはどのよう
な点に留意すべきであろうか。その第1は，現行の補
償救済制度の不備を是正することである。昭和34年に
日本学校安全法が制定され，学校管理下での児童，生
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徒の負傷，廃疾，死亡に関して必要な災害共済給付を
行なうものとされたが，その給付金額では被害生徒に
対し十分に補償救済でぎるものではなかった。そこ
で，一般の損害賠償制度によらざるを得ないことにな
るが，この制度はもともと学校事故補償救済に際して
の特殊な状況，すなわち学校，教師と生徒，親という
状況を考慮に入れたものではないことから，賠償請求
を躊躇し泣き寝入りする傾向が多くみられたし，賠償
請求に際しての困難さが存在していた。それには，つ
ぎのような要困が考えられる。①実際問題として，学
校・教師に子供の教育を依頼している関係上，これら
の者を相手として法的賠償責任を追求しにくいことで
ある。現に，賠償請求をしたことから転校するに至っ
たという話もこれを裏付けている。②校長や教師個人
の有責性を問わなければならないことである。学校設
置者に賠償請求をする場合にも教育活動中の学校事故
では国賠法1条ないし民法715条が適用され，その際，
通説，判例では，校長や教師の個人的な故意，過失を
問題にしていること，学校施設による事故では，国賠
法2条ないし民法717条が適用され，その際，学校施
設の穀疵の存否が問題とされ，直接には校長，教師の
故意，過失が問われることはないが，学校施設の澱疵
の認定にあたり，設置担当者なり管理・保存責任者の
設置，管理・保存上の手落ちが問題とされる場合が多
いことから，事実上の有責性が問題とされること，債
務不履行による賠償請求（民法415条）でも，校長，
教師は，学校設置者の履行補助者として，その過失が
問題とされるからである。そこで，このことから，教
育の場で，最も重要な，教師等との人間関係を保持す
るため，賠償責任の追及をあきらめてしまうことにな
る。③被害原因の究明ないし故意・過失の立証の困難
さである。国賠法1条ないし民法715条では，過失責
任主義がとられ，その過失の存在について被害生徒側
において立証しなければならないし，国賠法2条ない
し民法717条の場合も，学校施設の鍛疵についてこれ
を立証しなければならない。また，その加害行為や学
校施設の穀疵が事故発生の原因であることについての
立証（因果関係の立証）も必要である。しかし，学校
という場あるいは教育活動中における事故について，
これらのことを立証することはなかなか容易なことで
はない。④被害生徒の有責性の主張が伴うことであ
る。その生徒の被った被害は，生徒自身が招いたもの
であるとか，そのような教育活動に参加する以上はそ
れによって生ずる危険を引受けるべきであるとかの主
張がなされたり，たとえ賠償請求の認められる場合で
も被害生徒の不注意，指示に従わなかったことなどを
理由に過失相殺が行なわれがちだからである。そこ
で，これらの現行制度上の不備を是正するためには，
学校事故補償救済の特性に十分考慮を払い，学校設置
者の完全無過失責任主義に立つとともに，危険引受や
過失相殺の理論を否定したところの補償救済制度を確
立することが要請される。
　「学賠法（教育法学会試案）」では，第1条で学校
設置者の無過失責任の原則を明らかにし，第3条で，
学校設置者に「学校運営に伴ない，または学校の施設
設備の構造若しくは機能に基づ」く生徒の損害につき
賠償責任を負うものと規定しているのは，この考えに
よるものであろう。
　その第2は，子どもの人権保障の観点に立つことで
ある。国連の児童権利宣言（昭和34年）2条では「児
童は，特別の保護を受け，また，健全かつ正常な方法
および自由と尊厳の状態の下で身体的，知能的，道徳
的，精神的および社会的に成長することができるため
の機会および便宜を，法律その他の手段によって与え
られなければならない」と規定しているが，基本的に
は，このこととの関係において捉えることが必要であ
る。このため，被害生徒補償救済の要請は，単なる損
害の墳補の問題ではない子供の権利擁護の面を持つも
のである。「日弁連中間意見書」で子どもの発達成長
過程における危険に対する保障という観点から捉える
べきであるとしているのは，この視点を具体化したも
のである。たしかに，子どもの発達成長権保障という
観点はいうまでもなく重要である。しかし，それは，
子どもの一般的な人権擁護の視点から出発するもので
あり，もし，この観点によるだけであるならば，学校
事故補償救済制度は社会保障制度の一環としてしか位
置づけられないことになる。このことから他の社会保
障や災害補償制度とのバランス論に対し，説得力のあ
る反論を試みることができないのではなかろうか。こ
の意味で，子どもの人権保障の視点に立つことは重要
であるが，それだけでは十分でないのである。t
　その第3は，学校ないし教育活動の危険性を認識
し，それによる生徒の被害に対する補償救済を考える
ことである。兼子教授が，「教育法学会・学賠法」提
案理由として，「成長途上にある青少年が恒常的に多
様な集団生活を営んでいる学校は，安全保障に万全を
期するとしても，なお他の一般の社会分野に比して人
身事故の可能性を性質上より多く擁しているという意
味で，損害賠償法制の見地からは「危険性をはらんだ
施設』であると見ることができ，したがって学校設置
者はその危険の発現として事故被害を生ぜしめてしま
った場合にはr危険責任』たる無過失責任を負うべき
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ことを，特別立法によって法定されてよい理由があ
る」と述べておられるのも，この視点に立つものであ
る。これは，学校事故補償救済における無過失責任の
要請を根拠づけるにあたって，法理論上，最も説得力
のある論拠といえる。ただ，危険性の根源を，学校は
「危険性をはらんだ施設」であるとする点に求めるだ
けでよいかは疑問である。「日弁連中間意見書」でも
指摘しているように，教育の創造性と発達成長過程に
ある子どもに対する新しい学習の試みに伴う未知の危
険性を内包したところの教育活動自体の危険性にも求
めるべきである。このことの認識によって，被害生徒
救済の要請という視点に限定してみたとしても，子ど
もの一般的な人権保障としての災害保障とは異なる要
因を持った事柄であり，他の社会保障制度や災害補償
制度とは同列に扱い得ないものであることが理解しう
ると思われる。
　②　教育権保障の一環
　憲法26条は，教育を受けることを国民の基本的人権
の1つとして保障している。とくに，この保障は，子
どもにとっては，人間として豊かな成長を遂げるとい
う生来的な権利の保障として重要である。そして，こ
の子どもの教育権の保障の中には，教育権を保障し実
施する者には，教育の場である学校において，生徒が
教育を受ける過程において生命や健康を損なうことの
ないよう配憲する責任も含まれるものと考えるべきで
ある。そこで，学校設置者は，教育の運営，学校の施
設・設備の整備，教師の適正配置や勤務条件などの外
的教育条件整備義務を負うことになる。このことによ
って，学校事故を防止し，生徒の安全に教育を受ける
権利を保障していかなければならないのである。それ
ゆえに，学校事故の補償救済の問題は，この外的教育
条件整備の一環として捉えられる1）。それは，いずれ
も，教育上の安全にかかわる事柄であり，教育の適正
な運営，学校の施設整備，教師の適正配置や勤務など
はそのための積極的な教育上のコスト負担であるのに
対し，学校事故の補償救済はこの安全を欠いたことか
ら生ずる消極的な教育上のコスト負担であるとみるこ
とができるからである2）。このように考えてくるなら
ば，生徒は，教育権保障の一環として安全に教育を受
ける権を持ちながら，教育活動に伴って生ずる危険
に，自ら甘んじなければならないというように，その
コスト負担は，いかなる場合でも被害生徒側に配分さ
れるようなことはあってはならないのである。この意
味で，学校事故の補償救済の問題は，安全な教育のた
めの外的教育条件整備要求との関連において展開され
なければならない。それは，単なる被害生徒の補償救
済要求にとどまるものではないのである。「学災法（教
育法学会試案）」では，第1条で「学校災害における
生徒等の被害が教育を受ける権利を侵すもの」として
認識し，「学賠法（教育法学試案）」1条での目的とし
て，被害生徒に対する損害賠償は「学校運営の豊かな
展開と施設設備の充実とに資する」ものと定めている
のは，これらの考えの反映であり，今後の展開とし
て，とくに，この視点が重要視されなければならない
と思われる。
　（3）教育の歪み解消
　現行の補償救済制度が教育に及ぼす歪みとして，つ
ぎのような点が挙げられる3）。
　日本学校安全会の災害共済給付の場合には，学校側
も被害生徒側も補償給付をうけようとする点では利害
は一致しており，その点では問題は生じない。しか
し，この給付申請に必要な安全会への事故報告が一方
的に行なわれていることから，事故発生の真の原因が
陰蔽されがちであり，外的教育条件整備に結び付かな
いし，被害生徒の保護者との間に報告事実の相違に争
いが生じ，学校不信を招くことがままあるようであ
る。このことは，学校側が加害者になることから逃避
しようとする考えによるだけでなく，日本学校安全会
法37条で，安全会は，被害生徒の損害賠償請求権を，
給付額の限度において行使できるとしていることにも
起因するものと考えられる。
　そして，より深刻なのは，損害賠償制度との関連に
おいて生ずる。現行損害賠償制度では，校長や教師の
故意。過失や学校施設・設備の管理ミスというような
有責性が存在しない限り損害賠償が認められないこと
から，補償救済を認めるために，その前提として，校
長や教師の安全保持義務ないし安全管理義務が加重さ
れることになりがちである。とくに，教育活動中の学
校事故では，安全保持のための適切な措置が講じられ
ていなかったとする不作為をもって過失が認定される
場合がほとんどであるが，この場合にその前提として
のべられている安全保持のための措置内容は観念的で
理想に近い内容であることが多いことから，作為の場
合よりも，より加重される傾向にあるようである。体
育授業中の倒立テスト中に，教師がテストに専念して
いた際，テスト待ちの生徒が前方回転運動の練習に失
敗し死亡した事件で，担当教師はセーフティマットを
安全なものと過信し，かつ倒立テストに専念するあま
り事故防止注意義務を欠き過失があるとした判例
や4），課外活動での体操の練習中に，2回転着地の練
習に失敗し廃疾者となった事件で，体育担当でない顧
問の教師に，体操クラブの練習計画の不備，レギュラ
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一・グループの練習にのみ気をとられていたこと，被
害生徒の試みた種目についての予備的練習や万一の場
合の危険防止法の指導が行なわれていないことなどを
理由に過失を認定した判例5）などはこのような傾向に
あるものといえよう。前者では，テストの実施という
個別指導と他の生徒への注意を要求し，後者では，体
操専門指導者に要求されるような能力や行動あるいは
全体に対する注意を要求しているからである。そこ
で，このような安全保持義務の加重傾向が教育に持ち
込まれてくると，いぎおい安全第1主義に陥りやすく
なる。安全性を考える余り，危険回避のための教育内
容に萎縮化し，生徒の自主的な活動を制約し，教育に
重要な創造性と発展性が損なわれることになる。ま
た，安全性確保の名のもとで，教師の教育活動が組織
や行政に一段と拘束され，教育の自由が制約されると
いう問題も生ずる。また，教師の安全保持義務が時間
的にも場所的にも拡張されて行くことになると，放課
後，教師の勤務時間外で行なわれるクラブ活動に対す
る指導や監督がしだいに敬遠され，あるいは，生徒を
一刻も早く帰宅させ学校から放逐することも考えられ
ついには課外クラブ活動の廃止という現象まで生じか
ねない。このため，教科教育に追われ生徒との人格的
な接触の少ない現状をせめても放課後に求めてきた途
も断たれ教育はすさんだものになり，教育の根本問題
となりかねない。さらには，教師の自主的判断による
生徒の引率付添いも，教師自身により敬遠されがちに
なるだけでなく，学校設置者側によっても抑制される
恐れも生じ，教師と生徒との人格的接触がなくなり，
人格教育が望みうべくもない状態になる。なお，さら
に校長や教師個人の有責性の追及の結：果，校長や教師
と生徒との信頼関係が破壊され教育の基礎の崩壊現象
が生ずる。
　このようなことから，学校事故の補償救済制度とし
ては，教育に歪みの生じないような制度とすることを
心掛けなければならない。それには，補償救済の前提
として校長や教師個人の有責性を問わないことであ
り，国ないしは学校設置者の自己責任の原則を確立す
ることであり，その際も，無過失責任主義が貫かれな
ければならない。
　（4）教師の地位保障の要請
　ILO・ユネスコ「教員の地位」勧告（1966年）69
項は，「教員の使用者は，学校活動において生ずる児
童，生徒の傷害事故に際し，教員が損害賠償を負担さ
せられる危険から教員を保護するものとする」と宣言
している。たしかに，教師は生徒に対して教育指導上
の安全保障義務を負うものである。この義務は，教師
の教育指導の真の専門性と一体的にふくまれており，
生徒ひとりひとりの能力発達のしかたに応じた指導の
中で遂行されなければならない6）。そこで，かかる安
全保障義務を怠った結果として生ずる学校事故につい
て教師個人が賠償責任を問われるべきだといえるかも
知れない。国賠法1条や民法709条，715条による賠償
請求は，このことからすれば妥当な補償救済制度であ
る。しかし，教師の安全保障義務の程度は具体的に学
校設置者ないし学校管理老の尽すべき事柄との関係に
おいてみるとき，学校事故の発生責任を教師個人にの
み求めることは妥当でない7）。それは，教育活動に内
包する危険の顕在化は教師の努力をもってしても完全
に防止できないこと，学校設置者の財政負担に関連す
るところの学校施設・設備や不備や学校運営や教師配
置の不適当性から生ずる事故には教師はいかんともし
がたいこと，教師が現実に教育的専門性を維持し発揮
しうる勤務条件が満されていないことなどからみれば
明らかである。また，教師に対する直接的な賠償責任
追及は教育そのものを破壊してしまうことになりかね
ないことは前に述べた通りである。ILO・ユネスコ
勧告は，このような要因を考慮したものと考えるなら
ば，この勧告に従って，学校事故の補償救済制度を考
えていくことが適切であるといえる。
　3．　補償救済の基本法理
　補償救済制度の基本的視点が，以上述べてきたよう
な点にあるとするならば，そのための基本的法理とし
てつぎの諸法理が導き出されることとなる。
　（1）国および学校設置者の自己責任の原則
　国は，子どもの人権保障および生徒が安全に教育を
受ける権利保障の最終的責務を負うものであることか
ら，その保障の一環としての学校事故の補償救済につ
き，最終的な補償責任主体でなければならない。この
意味では，学校安全会の共済補償給付のように，生徒
の保護者に共済掛金を負担させるというような制度
は，早速に改められなければならない。今日，各界か
ら主張されている学災法制定は，この観点からみると
き正当である。ただ，学災法制定の主張は，ややもす
ると子どもの教育権保障の面がなおざりにされ，被害
生徒の損害境補第一主義に陥りがちである。このた
め，社会保障や一般的災害補償と結合づけられその特
性が見失われるという危険性を帯有している。
　学校設置者（国・地方公共団体・学校法人）はま
た，自己責任としての賠償責任主体として位置づけら
れなければならない。学校事故補償救済は，教育保障
の一環の問題として，最終的には，国が責任主体であ
るが，教育権保障の具体的実現としての外的教育条件
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整備責任主体は，直接的には学校設置老である以上，
補償救済という教育上の消極的コスト負担者としで
被害生徒に対しては自ずから損害墳補の責任を負担し
なければならないのである。そのことはまた，学校設
置者は学校という危険をはらんだ施設ないし教育活動
に内包された危険の支配ないし管理者であること，生
徒に対する直接的安全保持義務負担老であること，教
育の歪み解消に有効的であることからも要請される。
このことから，学校事故の防止という観点がら，損害
賠償請求において，教師個人の責任を加重したり被害
生徒の救済面からのみみてむしろ教師個人には賠償責
任を認めるべぎだとする見解8）には，賛同できない。
そこで，現行法制度上も，国賠法1条や民法715条の
適用に際し，代位責任説に立つ通説，判例に抗して，
国賠法ユ条については国，公共団体の公務運営に際し
ての人的蝦疵による損害に対する責任を定めたものと
する見解9），民法715条については，民法717条は物的
施設の暇疵についての賠償責任を規定しているのに対
比して，使用者の「人的組織上の穀疵」による使用者
自身の賠償責任を規定したものとする見解1°）に従って
自己責任として構成することが好ましいし，債務不履
行理論によって学校設置者自身に在学契約上の安全保
持義務解怠にもとつく賠償責任を求めることも，検討
されなければならない。しかし，いずれの場合にも現
行法理論上は限界のあることから，学校設置老の自己
責任の原則を明確にした救済法制が望まれる。
　②　賠償責任における無過失責任の原則
　学校事故の補償救済の改革を唱える多くの者の主張
の中心は，この無過失責任の導入であるといってよ
い。しかし，その論拠があまり明確でないことや主張
の内容においていささか混乱がみられるようである。
まず，無過失責任にもとつくべきだとする論拠として
は，被害生徒の救済が容易になることにあるようであ
る。しかし，無過失責任は，過失責任に代わり損害賠
償責任を根拠づけるための法理であることから，学校
設置者は過失なしになぜ賠償責任を負わなければなら
ないかにつき，このような理由だけでは法理論的には
十分に根拠づけられるものではない。そこで，この点
については，学校という「危険をはらんだ施設」ない
し教育活動に内包する危険を支配するものとして，そ
の危険に伴って生ずる損害につき，過失の有無を問わ
ず賠償責任を負うべきであるとの危険責任に求められ
なければならない。そして，この危険責任にもとつく
無過失責任の法理は，公害や自動車事故，その他危険
な施設から生ずる事故に際しての責任法理として今日
世界的に認められてきているものであるし，国賠法制
定に際しても，行政より発生する危険に対する責任と
して無過失責任とすべぎであるとの主張11）がみられる
ことから，十分に根拠づけとなりうるものである。
　無過失責任の原則は，また損害賠償責任の法理とし
て主張されなげればならないのである。元来，災害補
償においては，補償責任負担者の法理論上の責任根拠
論はそれほど問題ではなかったのである。その際の論
点は，被害者に対する補償救済の必要性論であった。
このため，災害に対する補償としてならば無過失の場
合でも行なわれてきたのである。そのことは現行法制
度上の学校安全会による災害共済給付においても同様
であり，この意味では学校災害においてすでに無過失
の場合の災害補償制度は存在するのである。これに対
し，損害賠償責任の場合には，教師などの故意，過失
の存在が責任根拠とされており，このために無過失の
場合は賠償責任が否定されてしまうことになり，被害
生徒の救済に欠けることになる。そこで，このような
不都合を解消するためには，どうしても無過失責任の
原則によらなければならないということである。
　無過失責任の原則は，さらに学校設置者についての
責任根拠であることを誠識しなければならない。教師
の無過失責任という主張は教師を責任主体とした場合
の責任根拠を意味するものであり，学校設置者の自己
責任の原則に立つとき無意味である。そこで，学校設
置者は，教師の故意，過失を問わず，学校事故に際し
ては，常に自己の責任があるものとの意味において，
無過失責任を主張すべきである。
　なお，無過失責任の主張に対しては，教師の故意，
過失を問わないとすることから，教師無責任論につな
がるものとの反論が予想される。
　たしかに，この場合には，教師は被害生徒との関係
では賠償責任を負うものではないし，被害生徒側から
その有責性を問われることもない。しかし，それだか
らといって，教師の責任を全く不問に付するというこ
とにつながるのではない。社会的には，刑事罰の適用
を受けることもあるし，学校設置者との関係では，労
働契約に基づくところの契約責任や学校設置老との関
係において民法709条の要件を備える場合には不法行
為などの問われることを否定するものではないからで
ある。
　（3）損害賠償と災害補償の関係
　学校事故の補償救済に際し，損害賠償も災害補償
も，いずれも被害生徒の救済をめざすものである点は
共通している。それでは，これを一元的に制度化する
ことができるのか，それとも両立させることによって
何らかの意味を持つものであるのかを考えてみること
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が必要となる12）。この点で，労働災害についてみるな
らば，現行法上は，無過失責任，定率補償の災害補償
と過失責任，実損墳補の損害賠償の両立がみられ，相
互に有用な作用を発揮しているといえる。とくに，定
率補償に甘んじる場合は故意，過失を問わず補償され
るのに対し実損墳補を求める場合は故意，過失を実証
すればよいという点においてお互の役割を果し合って
いる。この点は，共済制度であることを除けば，学校
安全会共済災害給付と不法行為や債務不履行による損
害賠償請求との関係と同じである。そこで学校安全会
給付を共済制度であることを止め学校災害補償として
発展させるだけで学校事故における補償救済制度の目
的が達成されるのかどうかが問題となる。たしかに，
それに伴って補償給付額が増大するならば被害生徒の
補償救済という点では十分にその目的を果しうる。だ
がしかし，学校事故補償救済制度の視点はそれだけで
はなかったはずである。他方で，現行の損害賠償制度
を併置させておくときは，代位責任および過失責任主
義であることを前提とした教育の歪みを解消すること
や教師の地位保障の目的を達成することはではない。
また，学校事故は教育権の保障の一環としての外的教
育条件整備義務責任と密接に結び付いたものであるこ
とから，学校事故を契機として，学校設置者に対しそ
の責任を追及し，安全に教育を受ける権利の実現を迫
ることも望みえない。このようなことから，学校災害
補償についての充実した制度が確立した段階であって
も，学校設置者の自己責任と無過失責任の法理を基調
とした学校事故損害賠償責任の制度が，現行の損害賠
償の特別法として制定されることが必要ではないかと
思われる。
　4．　小　括
　学校事故補償救済制度のめざす目標は，被害生徒の
補償救済につぎるものではない。それは，教育の理念
を遂行させるための最低限度の教育条件の整備に関す
る問題である。このため，一般的な災害補償や損害填
補の理論と同様の次元で捉えられ論じられるべぎこと
ではない。それは，きわめて教育法学上の問題なので
ある。そこに，この問題を考えるにあたっての発想の
転換が求められるのである。
　ところで，これまでの論議や運動において，被害生
徒の救済の面に集中してぎた感が強い。その延長線上
において現われたのが，現行の学校安全会の災害給付
を，保護者の負担を伴わないで増額させるという処置’
であるといえる。このため，このような処置について
は，一応の評価が行なわれているようである13）。しか
し，これまでの検討からもわかるように，このような
処置では根本的に問題が解決されたわけではないこと
も明白であろう。また，この処置が学校事故補償救済
制度の展開にとって一歩前進といえるかどうかも疑問
である。
　注　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　1）　兼子仁「戦後教育判例の撰観」教育判例100
　　　pe　8頁。兼子『教育権の理論』104頁，拙稿「学
　　　校事故をめぐる救済法制」有倉編r教育法学』
　　　所収224頁（本書1頁）。同「学校事故裁判の視
　　　点」法と民主主義121号25頁。（本書40頁）。
　　2）拙稿「判例研究」季刊教育法24号98頁。同。
　　　前掲法と民主主義25頁。
　　3）　詳細は，拙稿・前掲r教育法学』231頁以下
　　　（本書8頁以下）参照。
　　4）　大阪地判昭47．8，30，学校事故関係裁判例
　　　128頁。
　　5）　山形地判昭52．3．30，法と民主主義121号40
　　　頁。
　　6）　兼子仁「学校事故災害に対する鑑定書」20
　　　頁。
　　7）　兼子，同右21頁参照。
　　8）　上井長久「学校事故に関する裁判の動向と問
　　　題点」ジュリスト598号38頁。
　　9）今村成和「国家補償法』96頁，同「学校事故
　　　と法的責任」r学校事故全書①』173頁。
　10）　拙稿「企業の責任と被用者個人の責任」乾一
　　　平井編r企業責任』所収217頁（本書124頁）。
　11）　山田準次郎「欠陥を残す国家賠償法」綜合法
　　　学1巻5号9頁。
　12）　無過失責任主義の下での損害賠償制度と災害
　　　補償制度については，今後，本格的に検討され
　　　なければならない重要な課題である。そζでこ
　　　こでは，学校事故補償救済制度の面からのみ若
　　　干の検討を加えるにとどめた。
　13）後藤裏「学災法制定をめぐる動向」季刊教育
　　　法25号105頁参照。
H　学校事故における賠償責任
　1．　現行損害賠償法理と学校事故
　学校事故における損害賠償責任の問題は，被害生徒
に対する事後的補償救済の1つの方法の問題である。
その方法として，現在では，特別の法制度は予定され
ていない。このため，事故に際しての被害者救済のた
めの一般的な損害賠償法理によって処理されることに
なる。それは，不法行為制度と債務不履行責任制度に
よることになる。不法行為制度によるときは，事故類
型によって適用法条も異なり，それにともない要件も
異なる。その主要類型を，通説，判例にしたがってみ
るとつぎのようである1）。教師の授業その他教育活動
および教師の懲戒・暴行による事故の場合は，学校設
中置者が教師個人の賠償責任の代わりに，国公立学校
の場合は国賠法1条で，私立学校の場合は民法715条で
賠償責任を負い，教師個人は私立学校の場合に限り民
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法709条で賠償責任を負うことになる。学校の施設・
設備の毅疵による事故の場合は，学校設置者が，国公
立学校の場合は国賠法2条で，私立学校の場合は民法
717条で賠償責任を負うことになる。生徒間の事故で
は，教師にも監督上の過失のあるときは，学校設置者
が教育活動中の事故と同様に賠償責任を負うことにな
る。また，加害生徒の父母は，民法714条1項の法定
監督義務者として，また教師個人も民法714条2項の
代理監督者としての賠償責任がある。債務不履行責任
は，被害生徒と在学契約関係にある学校設置者の安全
保持義務解怠にもとつく不完全履行による賠償責任と
して構成される。
　しかし，このような一般的な損害賠償法理は，被害
者の被った損害の墳補にのみ重点が置かれているにす
ぎない。学校事故に際しての賠償責任の問題を考える
にあたっては，このような損害の填補による被害生徒
の救済という側面のほかに，教育への影響あるいは教
育理念という側面が十分に考慮されなければならな
い。このため，学校事故における賠償責任の問題は，
きわめて教育法学的な問題として捉える必要があ
る2）。そこで，本稿では，このような基本的視点に立
って，現行の損害賠償法理を学校事故における賠償責
任の場合に適用するにあたって生ずる問題点を指摘し
ながら，現行法制度上での最も適切な法規適用のため
の理論につき検討し，そのことを通じて教育理念にも
とつく学校事故賠償責任法理とはどのようなものでな
ければならないかについての考え方の一端を明らかに
しておきたい。
　2．　賠償責任主体の問題
　学校事故における賠償責任に関して，とくに重要な
ことは，誰を，法的な賠償責任主体とみるかというこ
とである。それは，一般の賠償責任法理においても，
企業責任理論が展開され，被用者の不法行為とされて
きたものを企業自体の不法行為として捉え，企業自体
を賠償責任主体としてみていこうとする考え方と関連
するところもあるが，それ以上に，学校事故は，生徒
の安全に教育を受ける権利の侵害として，教育権保障
の一環の問題として捉える必要があるからである。憲
法26条は，国民の教育を受ける権利を保障している。
この教育権の保障には，当然に，安全に教育を受ける
権利保障も含まれているといってもよい。このため，
その教育の実施機関である学校は，学校の運営，学校
施設・設備，，教師の配置，勤務条件などの外的教育条
件整備を行なう必要のあることはいうまでもないが，
学校事故に際しての賠償もそれと同様に責任負担すべ
き立場にあるのである。それは，外的教育条件整備
は，安全に教育を受ける権利保障上の積極的コスト負
担であるのに対し，学校事故の賠償負担は，この権利
保障上の消概的コスト負担とみることができるからで
ある。この考えは，行政行為によって市民に生じた損
害については，行政上のマイナスのコスト負担として
行政を行なう国・地方公共団体によって負担されなけ
ればならないとする考え方と異なるものではない。こ
のため，教師個人は，その職務上の義務として，生徒
に対し安全に教育を行なう責務を負担していることは
いうまでもないが，そのことを理由に直ちに学校事故
についての賠償責任主体と解すべきではない。また．
学校での教育では，肉体的，精神的に未発達な状態に
ある子供を集団的に相手にしががら，理科や化学の実
験，技術教育，体育，課外クラブ活動や臨海学校など
の学校行事のように危険を伴う教育活動もあえて試み
ながら子供の発達成長を保障していくべきであり，こ
れに伴う危険の顕在化としての学校事故は構造的に発
生するものであること，かつまた外的教育条件の不備
な現状においては，それがますます増大し，常態とな
って，学校教育組織から構造的に派生するものである
ことからすれば，その責任主体は，学校教育組織の主
体である学校すなわち学校設置者自身であるのが必然
である。その責任主体を学校教育組織を構成する個々
人に還元することは正当ではないといえるからで，あ
る。このようなことから学校事故の賠償責任主体は，
もっぱら学校設置者として捉えなければならないので
あり，学校設置者の自己責任の原則が確立されなけれ
ばならない。
　このことは，現行法制度上も，学校事故における賠
償責任を追及する際に，十分に考慮されなければなら
ない。そこで，このような見地に立って現行法上の賠
償責任の問題を考える場合には，つぎのような理解が
もっとも妥当ではないかと思われる。すなわち，学校
設置者の自己責任として構成していく論理として，ま
ず，国賠法2条ないし民法717条か債務不履行責任と
して請求原因を構成することが望ましい。国賠法2条
ないし民法717条による場合は，いうまでもなく，学
校施設・設置についての学校設置者の所有，占有ない
し管理にもとつく自己責任として構成されていること
から，できる限りこれによることが好ましい。ただ，
学校施設ないし設置の介在しない学校事故の場合に
はj適用されないという限界がある。ただ，その場合
も，国賠法2条については，公の営造物のなかに人的
機構や人的措置も含まれるものと解し3），教師の授業
その他の教育活動による学校事故の場合も，その適用
があるものとする考え方にもとつくことも検討されな
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けれぽならないだろうが，国賠法1条を公務運営上の
人的蝦疵による賠償責任規定と理解しうるならば，そ
の必要性はそれほど要請されるものではない。この意
味では，国賠法2条は，学校の建物その他の物的設備
による事故に限り適用され，教師の授業その他の教育
活動中の事故はふくまないとする通説，判例4）に従っ
てよいと思われる。そこで，教師の授業その他の教育
活動中の事故の場合の，学校設置者の自己責任として
の構成には，債務不履行責任とすることがもっとも適
切である。学校設置者は，生徒に対し，教育を受ける
過程において生命，健康が害しないように万全の注意
を払い，物的，人的環境を整備し，諸々の危険から保
護すべき安全保持義務が契約上存在するにもかかわら
ず，生徒が学校事故に遭遇したことは，この義務解怠
にもとつく不安全履行として，学校設置者に債務不履
行責任があるとするものである。ただ，このような構
成は，国公立学校についてはやや問題がある。国公立
学校の在学関係については公法上の特別権力関係にも
とつくものであり，契約関係によるものでないとする
の見解5）がある6）からである。しかし，教育法上は，
国公立も私立も在学関係は基本的に同性質のものと捉
えていると解する立場から，在学契約関係にもとつく
ものとする有力説7）に立つならば，国公立学校の場合
も債務不履行責任の構成は不可能ではない。ただ，債
務不履行責任は契約上の責任にすぎない。学校事故に
おける賠償責任を教育権保障の一環であるという思想
に立ってみるとき，権利侵害に対するより積極的な救
済の法理が求められる。この点で，国賠法1条ないし
民法715条による構成も再考されなければならない。
国賠法1条ないし民法715条によっても，被害生徒と
の関係では，学校設置老が賠償責任を負うことにな
る。しかし，重要なことは，国賠法1条については，
教師個人は被害生徒に対して直接賠償責任を負わない
が，学校設置者である国・地方公共団体の賠償責任
は，この教師個人の賠償責任を代位するにすぎないと
解するのが通説，判例であるし，民法715条について
も，教師個人の不法行為法上の賠償責任を，使用者で
ある学校設置者（学校法人）が代位するものと解され
ているということである。すなわち，学校事故の際の
学校設置者の賠償責任は，これらの見解によれば，法
的には自己の賠償責任ではないということである。こ
れは，学校事故に際しての賠償責任についての基本的
考え方である学校設置者の自己責任の原則と明らかに
矛盾するものである。そこで，国賠法1条について
は，国・地方公共団体の公務運営に際しての人的璃疵
による損害に対する責任を定めた規定8）として，民法
715条については，民法717条は物的暇疵についての責
任規定であるのに対比して，使用者の人的組織上の毅
疵によって生ずる損害に対する責任規定であるとみて
理論構成していくことが必要となる9）。しかし，これ
らの規定についてこのような理論構成をすることが一
般的にみて妥当でないとするならば，学校事故におけ
る賠償責任の場合に限って，早急に，学校設置者の自
己責任の原則を柱とした学賠法の制定されることが重
要となる。
　3．　賠償責任根拠の問題
　学校事故に際して⑳賠償責任を考える場合に，どの
ような責任根拠にもとついて賠償責任を負うことにな
るのかの問題も重要である。現行の損害賠償法理の原
則は，加害行為に際しての故意ないし過失を責任根拠
としていることは周知の通りである。この原則は市民
の個人責任を前提として，他人に損害を被らせた際の
賠償責任根拠論としては，最も妥当な考え方であると
いってよい。それは，法的に許容される市民の自由な
意思決定にもとついての活動の範囲を容易に策定でき
るからである。しかし，学校事故では，安全に教育を
受ける権利保障の一環として，その責務を担うべき教
育組織体が負うべき賠償責任が問題であることから個
人相互間の賠償責任法理をもって，同列に位置づける
ことはではない。また，安全に教育を受ける権利を侵
害しても法的に許容しうるというような領域の存在は
もともと考えられない。このように，被害生徒と賠償
責任主体の立場の質的差異，賠償責任の本質一教育権
保障性と損害環補性一を十分に認識するならば，過失
責任の原則に代わる責任根拠が見出されなければなら
ない。安全に教育を受ける権利を保障された生徒側
が，その教育活動に伴って受けた損害につき，学校設
置者側に故意ないし過失のない限り，自から負担しな
ければならないという論理は妥当でない。それは，そ
の権利保障をする責務のある学校設置者側に，常に，
その負担が配分される々きである。
　また，他方では，現代社会において一般的に承認さ
れてきている，危険なものを支配する者は，その危険
から生じた損害について，故意・過失を問うことなく
賠償責任を負うべきであるとする危険責任の考えに基
づいても同様に結論づけることが可能である。すなわ
ち「成長途上にある青年で恒常的で多様な集団生活を
営んでいる学校は，安全保障に万全を期すとしても）t
なお他の一般の社会分野に比して人身事故の可能性を
性質上より多く擁しているという意味で」「危険性を
はらんだ施設」であることを理由として10），あるいは
教育の創造性と発達成長過程にある子どもに対する新
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しい学習の試みに伴う未知の危険という教育活動自体
の危険性を理由として11），これらの危険を支配してい
る学校設置者は，その危険の発現として生じた事故損
害に対して，危険責任たる無過失責任を負うべきだと
いえるからである。このようにして，学校事故におけ
る賠償責任の根拠として，無過失責任の原則が導き出
されるのである。このため，学校事故における賠償責
任の問題を正しく解決するためには，終極的には，無
過失責任の原則を賠償責任根拠とした特別立法の制定
を待たなければならない。しかし，それだからといっ
て，現行法規上でも，それに近づくための努力を怠っ
てよいわけではない。公害裁判にみられるような解釈
論の展開は，その規範とすべきである。
　そこで，このような見地に立ってみるとき，現行法
規上はまず，学校事故に際しての賠償責任を，国賠法
2条ないし民法717条によって求めていくことが望ま
れる。両規定については，一般に，危険責任の考えに
もとついた無過失責任規定と解されているからであ
る。ただし，これらの規定も，設置，保存，管理上の
暇疵を要件としていることから，完全な無過失責任に
よるものではない12）という限界を認識しておかなけれ
ばならない。ついで，これらの規定でフォローしえな
い事故類型については，債務不履行責任として賠償を
求めるのがよい。もっとも，今日の通説，判例13）は，
債務不履行責任の場合に，債務者の有責性すなわち故
意・過失または信義則上これと同視すべき事由などの
存在することを要件としているため無過失責任の原則
とはほど遠い責任根拠によっているといわざるを得な
い。しかし，かりに，このような見解に従ったとして
も，債務者の有責性は故意・過失よりも広い概念とし
て理解されている14）ことや，その立証責任が債務者に
あるとされている15）ことから厳格な過失責任主義より
もましであるし，債務者の有責性を要件とすること自
体に疑問を提起しうる余地が十分にあるからである。
かつてゲルマン法では，債務不履行責任は，絶対的責
任とされ，債務者の有責性を問題としなかったといわ
れているし16），日本でも履行遅滞については債務者の
有責性が条文に明記されていないため故意過失を必要
とせず，不可抗力の場合にだけ賠償責任を免れるにす
ぎないと解されてきた17）ことからすれば，通説，判例
のような解釈修正は再考しうるものであるといえるか
らである。とくに，不完全履行の場合に嫁，それ自
体，不完全な給付であるということから，さらに債務
者の有責性をオーバーラップして要件とする必要はな
いのではないかと考えられる。この点は，医療過誤の
賠償責任問題とも共通するところの重要な課題であ
る。また，国賠法1条ないし民法715条による場合は，
通説，判例によれば学校設置者自身に何らの有責性が
ないにかかわらず賠償責任を負うという点では無過失
に近いということになる。とくに，国賠法1条は，民
法715条のような免責条項のないことから，その感
が特に強い。しかし，このような賠償責任の前提に
は，教師等の故意・過失という有責性の存在が必要で
あることから，これを切り離して論ずることはできな
い。このため，学校設置者の自己責任であることを前
提としての無過失責任の考え方とは根本的に異なるも
のである。そこで，もし，これらの規定を適用せざる
を得ない場合には，つぎのような解釈修正が試みられ
なければならない。まず，これらの規定を学校設置者
の自己責任規定として捉える立場に立つときは，これ
らの規定によって賠償責任の前提とされている教師等
の故意・過失というのは教師個人の有責性とは無関係
な学校教育組織における人的組織上の理疵を意味する
ものとして理解するならば，より無過失責任に近づき
うるのではないかと思われる。もっとも，蝦疵を要件
とせざるを得ないことから，国賠法2条ないし民法
717条に関して述べたと同様に完全な無過失責任化さ
れるものではない。また，今日の通説，判例のよう
に，国賠法1条ないし民法715条の適用のためには，
あくまでも教師個人の有責性が問われなければならな
いとするならば，過失の客観化への努力によって対応
すべきである。学校事故の多くは，教師の不作為不法
行為として成立する場合が多いわけであるが，その場
合の前提となる事故予見義務ないし事故防止義務を教
師個人に求めるのではなく学校教育組織全体に求める
という考え方に立つべきである。この意味では，津地
裁18）が，全校生徒の参加する水泳訓練中の水死事故
で，市教育委員会の教育長，指導主事，教育課長，各
教育委員，校長，教務主任，体育主任に限らず全教職
員に危険防止義務解怠があったと判示しているのは注
目に値する。部分的行事や個別授業や指導の場合に
も，その学校の教育計画に従った運営の一環として遂
行されている限りにおいては同様の見地に立つことも
不可能ではないのではなかろうか。また，教師の直接
指導中や懲戒，暴行などによる作為不法行為の場合で
も，それが学校慣行的行為であったかどうかに注目す
ることによって出来うる限り客観的に判断すべきであ
る。そして，さらに，学校事故の場合にも，被害者
が，加害者側に過失のあることを推測させる事実を証
明したときは，加害者の方で過失のないことを立証し
ない限り裁判所は過失を認定しうるとする過失の一応
の推定の理論を積極的に肯認することによって，より
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一層，その目的に近づきうるのではないかと思われ
る。
　4。小　括
　これまで，学校事故における賠償責任の問題を賠償
責任の法理論面に焦点をあててみてきた。ーそこで得ら
れた基本的な論理は，学校事故では，学校設置者が自
己責任として無過失で賠償責任を負うべきだというこ
とであった。この論理は，現行法制度上から生じてき
ている諸々の不都合を解消するためにも有益である。
教師の有責性を前提としなければならない現行法規上
では，賠償責任を求めるために教師個人の責任を追及
せざるを得ないし，これを認めるためにはその危険防
止義務を過重していかなければならないということか
ら派生する教師の教育活動への歪み的影響を解消する
ことができるし，被害生徒側は，補償救助を受けるた
めには故意・過失の立証が求められるという困難さか
ら，さらにはその立証ができないかあるいは無過失の
場合には安全に教育を受けうるという権利を有しなが
ら補償されず自己負担に終らざるをえないという不合
理から解放されるからである。そこで，現行法制度上
においても，この基本的な論理に添いうるように，あ
るいはこれらの不都合が解消されるように検討を加え
その考え方を示してみたわけであるが，その十分でな
いことはこれまセ明らかにしてきた通りである。この
ため，交通事故についで事故件数の多い，かつまた子
どもの教育にかかわるものとして交通事故以上に深刻
な学校事故に際しての賠償責任問題について，一刻も
早くその問題を解決するためには，学校設置者の自己
責任の原則と学校設置者の無過失責任の原則を主柱と
したところの特別の損害賠償法の制定を促進しなけれ
ばならないといえる。
9）　拙稿「企業の責任と被用者個人の責任」乾昭
　三＝平井宜雄編「企業責任』217頁。
10）　兼子教授の報告「学校事故薮済の立法論」で
　の説明。　　　　　　　　　　　　　セ11）　拙稿「学校事故補償救済の課題と展望」法律
　のひろば，1978年3月号4頁，／司旨，日弁連
　　「学校災害補償に関する中間意見書」10－12
　頁。
12）　加藤一郎編『注釈民法」（19）〔乾〕417耳。
13）　我妻栄r新訂債権総論」100－153頁，柚木馨
　　『判例債権法総論上巻』108頁，大判犬正10．5．
　27民録27輯993頁など。
14）我妻，前掲書105頁，末弘厳太郎『債権総論』
　53頁など。
15）　我肇，前掲書111頁，前掲大判大正10．5．27。
16）　我妻，前掲書100頁参照。
17）大判明治40．11．2民録13輯1067頁，大判大正
　＆9．　11民録25輯1607頁など。
18）　津地判昭41．4．15i民集17巻3，4号249頁。
注
1）　学校事故類型と適用法条の関係についての詳
　細は，伊ee　一＝兼子＝永井編r学校事故ハンドブ
　ック』総合労働研究所，1978年，159頁以下参
　照。
2）　拙稿「学校事故の救済法制とそ，の理論」『学
　校事故全書①」27頁，同旨，兼子仁「戦後教育
　判例の概観」教育判例100選（第1版）8頁。
3）　原『公物営造物法』（法律学全集）110頁。
4）　宇都宮地判昭38．1．12下民集14巻1号1頁。
5）　田中二郎「行政法総論』226頁，天城勲『教
　育関係法1』56－77頁。
6）大阪高判昭2＆4．30行裁例集4巻4号986頁。
7）兼子仁「教育法」（旧版）有斐閣，226頁，室
　井力「特別権力関係理論の再検討（3完）」法
　経学会雑誌11巻2号81頁。
8）　今村成和r国家補償法』96頁，山田準次郎
　「欠陥を残す国賠法」綜合法学1巻5号。
一84一
